
↗

2,448,190

2,451,541

2,451,541

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし、―：数値なし ］

154,000

2,500

38,000

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

推
移

↗

↘

↘

R3年度

151,572

2,469

38,169

推
移

目
標
値

1.コロナ禍の影響で見通しが立たないため、平成30年度から3年間の実績値の平均値を目標とする
2.同上
3.同上

11.0職員数（人） 11.0 11.0

設
定
理
由

成
果
指
標

1.商工団体業務の核となる経営指導業務の多寡を図る数値であるため
2.同上
3.同上

当初予算

5

 決　算　額（B） 2,498,926 2,445,104

4

うち一般財源 2,473,941

3 講習会等参加者 人 41,320

予
算
額

前年度繰越

29,562

回 142,610

2 講習会等による指導 回 2,557

2,506,213 2,448,190

補正予算 32,272 -25,477 

合計（A)

R2年度

171,718

【ＤＸ】小規模事業支援事業費に伴走型支援事業の一環として、ICTリテラシー向上支援に対する業務負担に対応した事業を追加予定。ICT
利活用の底上げを図ることでDXに資する。

区分（単位：千円） R2年度 R3年度 R4年度

No 成果指標

2,473,941 2,473,667

単
位

R1年度

1 巡回・窓口相談

ＤＸ、ゼロカーボン、
共生社会づくり、
学びの県づくり
に資する取組

2,469,301

-17,760 

2,489

↘

↘

R4年度
目標値

２　令和４年度事業内容

補正予算の
ポイント

・
主な取組
（予定）

小規模事業経営支援事業費に係る補助執行見込額の減

これまでの
取組

・小規模事業者及び中小企業連携組織に対する巡回指導、講習会及びセミナー等の開催など

令和３年度
の点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・小規模事業者や中小企業は、人材確保や後継者不足、グローバル
化対応など、急激に変容する社会において、多岐にわたる課題を抱
えている。

・急激な社会変容への対応は小規模事業者等の自助努力のみでは
困難な場合も多く、地域経済の持続的発展のために、商工団体による
専門的かつ効率的な支援を継続していく。

目指す姿

・商工会、商工会議所及び各連合会の行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業に対し補助することにより、地域経済社会の形
成に大きな役割を果たしている小規模事業者の事業の持続的発展を図る。
・長野県中小企業団体中央会が行う中小企業等の組合の設立支援、巡回相談、講習会開催などの事業に補助することにより、中小企業者の
事業活動の共同化等による経営基盤の強化を図る。

総合的に展開
する重点政策

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成 2-5 地域に根差した産業の振興

事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業
部局 産業労働部 課・室 産業政策課

実施期間 S31

事業番号

１　現状と課題

07 01 02 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

総　合　５　か　年　計　画（　し　あ　わ　せ　信　州　創　造　プ　ラ　ン　2.0　）

８つの
重点目標

①付加価値を高め、経済成長を実現

～ E-mail sansei@pref.nagano.lg.jp



07 01 02

 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

経営指導員が経営改善普及事業に専念できる体制を整えるために一般管理事務の
責任者として事務局長等設置費を補助（計59名）

補助金

2 中小企業連携組織支援事業費
187,615 186,968

当初 186,968

補正 0

細事業
No.

細事業名
R2年度

最終予算
R3年度

最終予算
R4年度
予算

1 中小企業連携組織支援事業

R4年度
予算

-17,760

千円 千円 千円

3
広域専門指導環境整備費
（シニア専門指導員設置費
等）

複数の商工会等が連携して、広域的・行動専門的な経営指導を実施するために各広
域の拠点商工会等に対してシニア専門指導員設置費を補助（計24名）

補助金

2
指導環境推進費（事務局長
等設置費）

2

補助金

千円 千円 千円

補正

細事業
No.

細事業名
R2年度

最終予算
R3年度

最終予算

1 小規模事業支援事業費

事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業 部局 産業労働部 課・室 産業政策課

No. 細事業を構成する主な取組  実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

1 小規模事業経営支援事業費
2,318,967 2,261,222

当初 2,282,333

小規模事業者の経営相談等を行う経営指導員や補助員の設置費等を補助（89団体
に事業費補助）

組合等への情報提供事業
毎月「中小企業レポート」を発行し、組合等に先進的な取組による成功例や行政施策
の内容を情報提供することにより、組合及び中小企業者の基盤強化を図る。

補助金

中小企業を支援するため、長野県中小企業団体中央会による組合等の設立支援、
組合運営指導及び助言、講習会等の開催などへの補助
　・巡回・窓口相談の件数　　8,000回
　・講習会等による指導　　   50回　 2,000人

補助金

No. 細事業を構成する主な取組


